予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　ＩＣＴ活用指導力向上事業費（国庫分）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　教育委員会　教育研修課　情報研修係　電話番号：058-271-3457
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   7,862千円（前年度予算額：11,821千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	11,821
	11,821
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,862
	7,862
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
今後、少子化や過疎化が進行する人口減少社会を迎える中、活力ある学校教育を推進することが求められている。そのため、ICT機器を活用し、人口過少地域における小規模校の教育上の課題を克服し、学校教育の質の維持向上を図るための方策を検討する。
（２）事業内容
遠隔地間のモデル校３校において、小規模学校のデメリットを最小化するため、同学年の学級同士をICT機器で結び、年間を通じて双方向型の協働学習や合同学習を実施するとともに、指導方法の開発や学習効果の検証などを行う。
（３）県負担・補助率の考え方
国費（10/10） 7,862千円
平成29年度文部科学省委託事業「人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業（学校教育におけるICTを活用した実証事業）」（平成27年度からの継続）
（４）類似事業の有無
無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
（千円）
	事業内容の詳細

	報償費
	60
	実証研究委員会委員謝金 

	旅費
	563
	実証研究委員会委員費用弁償、業務旅費

	消耗品費
	159
	授業支援用ソフトウェア購入費等

	印刷製本費
	293
	報告書製本費、電子媒体作成費

	役務費
	217
	通信費、報告書郵送費

	委託費
	2,762
	ＩＣＴ支援員導入費

	使用料及び賃借料
	3,808
	Web会議システム借用料等

	合計
	7,862
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・岐阜県第２次教育ビジョン
　　　基本目標１
　　　　（７）情報教育の推進
　　　　　○ＩＣＴや多用なメディアの積極的な活用による教育改革
　　　　　○情報教育に関する指導力の向上
（２）国・他県の状況
・「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成25年6月14日閣議決定）
　ITを活用した21世紀型スキルの修得
　2010年代中に1人1台の情報端末による教育
・教育振興基本計画(平成25年6月14日閣議決定)
　基本施策１　確かな学力を身に付けるための教育内容・方法の充実
　1-2　ICTの活用等による新たな学びの推進

（３）後年度の財政負担
単年度の予算要求である。
（４）事業主体及びその妥当性
文部科学省の委託事業であり、経費等は文部科学省が負担する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
遠隔地間のモデル校３校において、小規模学校のデメリットを最小化するため、同学年の学級同士をICT機器で結び、年間を通じて双方向型の協働学習や合同学習を実施するとともに、指導方法の開発や学習効果の検証などを行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	小規模学校のデメリットを最小化するために指導方法の開発や学習効果の検証などを行う文部科学省の委託事業であり、指標を設定することが困難である。


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
実証校３校を指定し、同学年の学級同士をICTで結び、双方向型の協働学習や合同学習を実施した。また、ICT機器の導入方法及び、学校同士を結ぶ授業を実施するまでの取組をまとめた。
事業の実施計画や成果の取りまとめについての指導・助言を得ることを目的に、実証研究委員会を２回開催した。


（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
小規模学校同士をＩＣＴ機器で結ぶ遠隔授業を行うことで、相手校の児童と交流を深めることや日頃の少人数学習では得られなかった多様な見方や考え方に触れることができた。また、相手意識をもって、自分の考えを伝えようと心がける場面がみられた。
遠隔授業を通して、教員のＩＣＴを活用した授業力の向上が図られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	過疎化や少子高齢化が進む県内の人口過少地域において、ＩＣＴを活用した遠隔授業が少子化に対応した活力ある学校教育を推進するために有効かどうかを判断するためには検証が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	本事業で実践して得られた成果は、県内の小規模学校における教育の質の維持向上を図るための方策策定に寄与する。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	多くの教員やへき地教育担当者等にも実証授業を公開するなど、研究成果の普及を図っている。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
遠隔授業の事前打合せ等に係る教員の負担感と機器の活用に対する不安感を解消するような実践が必要である。また、県内の他の人口過少地域の学校で活用できるような授業モデルを提案することが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
３年計画の文部科学省委託事業の最後の年度であり、授業実践のモデル事例となる年間を通じた指導モデルの開発と映像資料の作成に取り組む。


財政課で記載します。








